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検討内容資料 

１ 労働報酬下限額（以下、下限額）について 

 

(1) 工事又は製造の請負の契約 

 

・下限額は、東京都公共工事設計労務単価の９０％とする。 

・公共工事設計労務単価の東京都の金額設定がない「タイル工」は「左官工」、

「屋根ふき工」は「板金工」、「建築ブロック工」は「石工」、「建具工」は「内

装工」の単価を準用する。ただし、令和９年３月から適用する公共工事設計

労務単価の東京都の設定があった場合は、東京都の単価とする。 

 

 

【検討事項】 工事又は製造の請負の契約における下限額 

【検討資料】資料２－２ 下限額に含まれる賃金の構成 

資料２－３ 東京都公共工事設計労務単価の推移 

      資料２－４ 賃金構造基本統計調査結果（総合工事業） 

      資料２－５ 都内自治体状況一覧 

 

①下限額の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

案 

   

公共工事設計労務単価（以下「労務単価」という。）は、国が賃金実態調

査に基づき、毎年度設定する公共工事における技能労働者の標準的な労務

費水準である。なお、労務単価は、４７都道府県別・５１職種別に設定さ

れている。 

また、労務単価については、例年２月頃に公表されており、東京都におい

てもこれに準じて公表されている。 

公契約においては、労務単価を基準とし、技能差や事業者負担との均衡

に配慮した一定割合を乗じた額を下限額として設定することにより、労働

者の適正な賃金水準の確保を図るものである。 

労務単価の概要及び下限額の設定について 
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【参考：都内市区の状況】 注：既に運用が決まっている自治体のみ 

・都労務単価×９０％     １５／１８自治体 

・都労務単価×８５％      ３／１８自治体 

 

上記の割合を都労務単価（普通作業員）に置き換えた場合（円） 

※都労務単価 27,000 円（令和８年３月適用） 

 

 

②労務単価の設定がない職種の下限額の設定 

  

【参考：都内市区の状況】 注：既に運用が決まっている自治体のみ 

・類似職種の単価の準用      ４／１８自治体 

・類似職種の単価を準用するほか、前年度下限額に当該年度の都労務単価平均上

昇率を反映した額        ５／１８自治体 

・過去の参考単価に他職種の平均上昇率を乗じた額に 90％を乗じた額 

２／１８自治体 

・関東圏の平均を算出した額    １／１８自治体 

・設定なし            ６／１８自治体 

 

 

  

区分 時間額 日額（８時間） 月額（２０日） 

都労務単価×９０％ 3,037 円 24,300 円 486,000 円 

都労務単価×８５％ 2,868 円 22,950 円 459,000 円 
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(2) 工事又は製造の請負の契約（見習い・手元等） 

 

   

・「見習い・手元等」に係る下限額を設ける。 

・下限額は、東京都公共工事設計労務単価の７０％とする。 

 

【検討事項】 ・見習いにおける下限額の設定有無 

・設ける場合の下限額 

【検討資料】資料２－２ 下限額に含まれる賃金の構成 

資料２－３ 東京都公共工事設計労務単価の推移 

資料２－５ 都内自治体状況一覧 

 

【参考：都内市区の状況】 注：既に運用が決まっている自治体のみ 

・熟練との区別なし       ４／１８自治体 

・都労務単価×８０％      １／１８自治体 

・都労務単価×７５％      １／１８自治体 

・都労務単価×７０％     １０／１８自治体 

・特定の金額（ルール公表なし） ２／１８自治体 

 

上記の割合を都労務単価（軽作業員）に置き換えた場合（円） 

※都労務単価 18,700 円（令和８年３月適用） 

 

 

 

見習い：一定の職種について、将来的に技能習得を前提として従事している者であっ

て、まだ一人で当該職種の作業を遂行できる技能・経験を有していない者。 

 手元；特定の職種の技能者としての習得を目的とするのではなく、主として軽作業 

や補助作業に従事する者。 

※いずれも労働者と使用者の合意に基づき、見習い・手元等に該当するかを双方が判

断した者を指す。 

区分 時間額 日額（８時間） 月額（２０日） 

都労務単価×８０％ 1,870 円 14,960 円 299,200 円 

都労務単価×７５％ 1,753 円 14,025 円 280,500 円 

都労務単価×７０％ 1,636 円 13,090 円 261,800 円 

案 

見習い・手元とは 
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(3) 業務委託契約、指定管理協定 

 

・単一の下限額を設ける。 

・令和８年度の東京都最低賃金改定後に決められる時間額制会計年度任用職

員報酬（１時間当たり）の変動率を改定後の時間額制会計年度任用職員報酬

（１時間当たり）の額に乗じて得た額に 1,320 円を加算した額 

 

 

【検討事項】 ・単一の下限額とするか職種別の下限額とするか 

       ・下限額の設定方法 

【検討資料】資料２－２ 下限額に含まれる賃金の構成 

資料２－５ 都内自治体状況一覧 

資料２－６ 東京都最低賃金の推移 

資料２－７ 府中市会計年度任用職員報酬の推移 

      資料２－８ 建築保全業務労務単価の推移 

資料２－９ 賃金構造基本統計調査結果の推移  

資料２－10 求人・求職賃金情報の推移 

 

 

 

 

 

 

【設定における条件】 

・令和９年度の下限額を検討する場合、令和９年１０月の最低賃金まで予想しな

がら下限額を作成する必要がある。 

・事業者に次年度予算のための参考見積を作成いただくことを考慮すると、９月

までに下限額を決定する必要がある。 

・東京都最低賃金の答申は毎年８月上旬から中旬にされる。 

・東京都最低賃金の改定を受け、時間額制会計年度任用職員報酬額が通常１０月

に改定される。 

・東京都人事委員会勧告を受け、月額制会計年度任用職員報酬額が通常１２月に

改定される。 

 

案 

 

・東京都最低賃金   ・府中市会計年度任用職員報酬 

・その他公的機関が定める基準 ・民間企業における賃金支払い状況 

条例で規定する参考指標 
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【検討内容】 

① 単一の下限額とするか職種別の下限額とするか 

・職種別にしている自治体でも同じ単価に設定している職種が多数ある。 

・職種別の賃金推移を把握できる「賃金構造基本統計調査結果」や「求人・求

職賃金情報」では、人件費が高騰している直近数年でも職種によってマイナス

になっている年がある。 

 

② 下限額の設定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・月額制、時間額制会計年度任用職員ともに、業務内容が委託内容と一致する

職種は給食調理員のみである。 

 ・警備員について、時間額制会計年度任用職員の設定がなく、月額制会計年度

任用職員においては、特殊な警備であるため、当該額を準用することはなじま

ない。 

 ・多摩地域の令和８年度下限額が 1,320 円前後となっている。 

 

【案】 

令和８年度の東京都最低賃金改定後に決められる時間額制会計年度任用職員

報酬（１時間当たり）の変動率を改定後の時間額制会計年度任用職員報酬（１時

間当たり）の額に乗じて得た額に 1,320円を加算した額 

例）時間額制会計年度任用職員 1,230 円が 1,300 円に改定された場合 

  （1,300 円－1,230 円）/1,230 円＝約 5.7％ 

  1,300 円×0.057＋1,320 円＝1,394円 

   

委託契約や指定管理協定を締結している業務については、元来、市の施

設で直営であったことが想定され、市の職員が配置されることになった場

合、正規職員及び会計年度任用職員が配置される。施設運営においては、

正規職員のみで運営する施設は少なく、正規職員を補佐する定型的な業務

を会計年度任用職員が担っている。 

このことから、下限額を検討するに当たっては、会計年度任用職員報酬

を基本に、その他の参考指標である東京都最低賃金や民間企業の賃金状況

などから補足的に検討することが妥当である。 

また、極端に高い低い金額を設定すると、近隣地域間での人材の流出が

懸念されることから、多摩地域の下限額を意識する必要がある。 

設定方法の基本的な考え方 
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【参考：都内市区の状況】 注：既に運用が決まっている自治体のみ 

・単一の下限額     １４／１８自治体 

・職種別の下限額     ４／１８自治体 

 

【参考：都内市区の状況（設定の考え方）】  

注：既に運用が決まっている自治体のみ（複数回答あり） 

・東京都人事委員会勧告の改定率   ８／１８自治体 

・東京都最低賃金の改定率      ９／１８自治体 

・他自治体との均衡         １／１８自治体 

・ハローワーク求人・求職賃金情報  １／１８自治体 

・会計年度任用職員報酬額      ４／１８自治体 
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(4) 複数年契約における適用下限額 

 

・各年度における下限額を適用する。 

・２年目以降、年に１回、新下限額を適用することによる契約変更を行う。 

 

 

【検討事項】 各年度における下限額を適用するか、契約締結時の下限額を適用

し続けるか。 

 

【参考：都内市区の状況】 注：既に運用が決まっている自治体のみ 

・各年度における下限額を適用  ３／１８自治体 

・契約締結時の下限額を適用  １４／１８自治体 

・種別（工事・委託・指定管理）により異なる １／１８自治体 

 

 

 

 

 

  

案 
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(5) 告示の時期 

 

・工事及び製造の請負の契約における下限額は、前年度３月までに行う。 

・業務委託契約、指定管理協定における下限額は、前年度１０月までに行う。 

 

 

【検討事項】 告示の時期 

 

【参考：都内市区の状況】 注：既に運用が決まっている自治体のみ 

＜工事＞ 

・４月    １／１８自治体 

・１０月   ２／１８自治体 

・１１月   １／１８自治体 

・２月    ４／１８自治体 

・３月   １０／１８自治体 

＜委託・指定管理協定＞ 

・４月    １／１８自治体 

・９月    １／１８自治体（委託のみ） 

・１０月   ２／１８自治体 

・１１月   １／１８自治体 

・１２月   ５／１８自治体 

・１月    ４／１８自治体 

・３月    ４／１８自治体 

 

 

  

案 
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・工事は、実際の労働報酬の最低額（以下、最低額）を記載せず、職種ごとの

守るべき下限額を示し、それに対して「はい・いいえ」を記載する。 

・委託は、下限額の設定の区分ごとに最低額を記載する。 

 

 

２ 市への報告 

 (1) チェックシート様式について 

 

 

 

 

 

 

 

【検討事項】 事業者は、最低額を記載するか、記載しないか。 

       記載する場合、全職種内での最低額か職種別での最低額か。 

【検討資料】 資料２－11 チェックシート様式案【工事】 

資料２－12 チェックシート様式案【委託・指定管理】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：都内市区の状況】 

チェックシート方式 １３／１８自治体 

○ 工事 

・最低額の記載 あり ７／１３ 

（職種ごとの最低額の記載 ５／７  全体の最低額のみの記載 ２／７） 

・最低額の記載 なし ６／１３ 

（職種ごとの守るべき下限額の記載あり ２／６ なし ４／６） 

 ○ 業務委託・指定管理 

・最低額の記載 あり ９／１３ 

（職種ごとの最低額の記載 ３／９  全体の最低額のみの記載 ６／９） 

・最低額の記載 なし ４／１３ 

  

案 

   

・チェックシートは、公契約条例で規定する法令遵守、下限額の支払い等をは

じめとする約定事項の遵守状況を確認するための資料とする。 

・遵守されていない旨の回答があった場合は、市が確認を行い、是正がされな

い場合には契約解除等の契約上の措置の対象とする。 

基本的な考え方 
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 (2) 報告時期について 

 

 

・単年度契約は、履行中１回、変更があった場合は履行後にも報告する。 

・複数年契約は、年度ごとに履行中１回、最終年度に変更があった場合は履行

後にも報告する。 

 

 

【検討事項】 報告を要する時期 

 

【参考：都内市区の状況】 注：既に運用が決まっている自治体のみ 

＜工事＞ 

・履行前         １／１８自治体 

・履行前と履行中     １／１８自治体 

・履行前と履行中と履行後 １／１８自治体 

・履行中         ６／１８自治体 ※複数年契約は毎年度自治体有 

・履行中と履行後     ４／１８自治体 

・その他（契約締結後◯か月以内など） ５／１８自治体 

＜委託・指定管理協定＞ 

・履行前         １／１８自治体 

・履行前と履行中     １／１８自治体 

・履行前と履行中と履行後 １／１８自治体 

・履行中         ７／１８自治体（委託のみ１自治体） 

 ※複数年契約は毎年度自治体有 

・履行中と履行後     ３／１８自治体 

・その他（契約締結後◯か月以内など） ５／１８自治体 

 

案 


